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CoPS プロジェクトにおける技術者コミュニティと新たな技術分野の確立 

 
○今井寿子（立命館大学大学院テクノロジーマネジメント研究科 

 

 
問題意識 本研究の目的 

イノベーションの実現には、新たな技術分野の確立が欠かせない。CoPS 領域においては、既存の組

織に所属する技術者・研究者が既存の組織境界に拘らない協働する必要があると予想され、技術者コ

ミュニティの貢献が不可欠では無いかと考えられる。ところが CoPS(Complex Products and Systems)

のように１組織単独での開発は困難である技術開発領域において、技術者コミュニティが新たな技術

分野を確立にどのように貢献するかの分析を試みた研究事例は少ない。 

 本稿では、コミュニティの特性と新技術分野確立への貢献について、技術分野の確立を不特定多数

への知識移転の実現ととらえ、組織間調整型・知識交流型のそれぞれの機能を持つ技術者コミュニテ

ィが新しい技術分野を確立した事例を分析し、フレームワーク構築を試みる。 

 

先行研究 

コミュニティの機能 

 コミュニティが既存組織間のコンフリクト調整の機能を発揮する事例は標準化研究で盛んにおこ

なわれている。Community もしくは committee による標準化について、それぞれの組織のもつガバ

ナンスの性質からそれぞれの組織形態による標準化のメリット・デメリットについて論じた研究があ

る（高梨&Lee 2013）。Community、とくにリーダーとフォロワーが存在するＣＯＰによる標準化推進

は、リーダーがリーダーシップを発揮できることから短期間で標準化を実現できるとしている。また

オープン・イノベーション（Chesbrough 2008）の視点からは、戦略上重要なコンセンサス標準が注

目されているが、とくに調整機構を持つコミュニティとしてのＲ＆Ｄコンソーシアムの形成とコンセ

ンサス標準の成立過程について多くの研究がある（立本 2011、糸久 2013）。 

同じようなことは、より地縁に依拠する形でに形成される協同組合についても言われている。（福

田 2009） 

イノベーションにおけるコミュニティの重要性を指摘した研究には、技術伝承(Lave and Wenger 

1992)、伏見の酒造業にみられるコミュニティ（田崎 2009）がある。コミュニティが学習・知識交流

の機会として機能することもよく知られている。このような事例もオープン・イノベーションの視点

から分析されており、外部の情報にヒントを得て自社の開発に生かす もしくは人材育成にプラスに

働くなど、既存企業・組織がメリットを受ける事例が多く研究されている。 

 さらに緩やかな個人ベースのつながりとして着目される「ネットワーク」については、転職を分析

対象とした事例（グラノベッター1950）をはじめとした多くの研究がある。 

知識と中間機関 

 経済取引における中間的な形態は中間組織論（今井・伊丹・小池 1982）のように指摘されてきた。

この中間機関は知識制度としてとらえることが可能である。吉澤によれば、中間機関の制度化を考慮

しつつ知識制度の四元モデルを提唱している。具体的には、知識移転・知識交流・知識生産・知識利

用として 4 つの形態が提示されている。また、知識交流を主とする組織について、「自律的な個が非

公式的なネットワークを紡ぎ出す組織ともいえ、ユーザーイノベーションや社会イノベーションの創

出にも資する」と指摘している。（吉澤 2014） 

プロフェッションと知識 

 西脇によるプロフェッション研究のレビューによれば、官僚制ベースの研究ではプロフェッション

は制度に依拠するものであり、組織や自身のスキルへの考え方によってローカル（「勤務先組織への

忠誠心が高く、専門化された役割スキルへのコミットメントが低く、内部のレファレンスグループ志

向の人」）とコスモポリタン（「勤務先組織への忠誠心が低く、専門化された役割スキルへのコミット

メントが高く、外部のリファレンスグループ志向の人」）（Gouldner1957）とに区別することができる。
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また Schon(1983) Abbott(1988)ら知識ベースの研究においては、プロフェッションは知識の担い手で

あるとされる。（西脇 2013） 

CoPS(Complex Products and Systems)と知識 

 イノベーション研究においては、これまで電機、自動車、情報のようにマスプロダクションの領域

について、アーキテクチャの視点をベースに技術開発そのものを取り上げた研究が盛んにおこなわれ

てきた。（延岡 2004）一方、CoPS についてはプロジェクトマネジメントの視点から研究が進展してい

る。Hobday は、高付加価値製品、産業材、コントロールシステム、ネットワーク、都市などを CoPS

の代表事例として挙げ、階層性・複雑性を提示するとともに、プロジェクト間の知識移転が困難であ

ることを指摘している。 

 

本研究の着眼点 

 コミュニティには少なくとも性格の異なる 2 つのタイプが存在する。そのうち知識交流型は紐帯とし

ては調整型と比較し弱い紐帯ととらえることができる。しかし「弱い紐帯の強み」（グラノベッター1950）
は、転職を事例として「よいたよりは遠方からもたらされる」と指摘し、緩やかなつながりの重要性や

それがもたらすメリットの大きさを示している。 
またコミュニティと知識とは密接につながっており、中間機関の役割という視点から 4 元化すること

が可能である。強い紐帯と考えられる「調整機能」を持つコミュニティが、たとえば標準化の制定に貢

献することは良く知られている。当初知識交流としての機能にとどまっていた技術者コミュニティも長

期的にはある技術分野の確立に貢献している可能性があるとも考えられる。 
 一方、発展途上の技術領域にとって、その領域の進歩に貢献している技術者はその技術領域の知識の

担い手であり、技術分野が確立された段階でその技術分野の「プロフェッション」と位置づけられるこ

とになると考えられる。発展途上の技術領域が領域として確立されることと、発展途上の技術知識の担

い手である技術者の挙動には密接なつながりがあると予想される。 
これらを踏まえ、知識移転が困難と言われるＣｏＰＳにおいて、ＣｏＰＳを構成する技術開発につい

て技術者コミュニティが知識移転にどのように貢献し新技術分野の確立を実現したのか、またコミュニ

ティの機能の違い（組織間の調整機能型と組織に所属する個人の知識交流型との違い）によって、新技

術分の確立にも違いがあるのではないかと推測し、分析を試みることにした。 
 
分析方法 

資料としては、先行研究の事例の記述、当時を知る関係者へのインタビュー、そこから得られた情報

を手掛かりにした文献資料の探索により当時の状況を確認し、その中で相互に整合性がとれているとみ

なされたものを資料として採用した。 
分析のフレームワーク 

同一ＣｏＰＳを構成する異なる技術分野について比較分析を行う。 
 技術分野の確立をどのように考えるかについては、CoPS ではとりわけ知識移転が困難であるとの

指摘があることから、不特定多数への知識移転の実現を新しい技術分野の確立とする。これを誰・何

が実現したか、技術者コミュニティが備えていた機能の違いにより実現の仕方が異なるのではないか

と予想し、以下の作業仮説を検証することとした。 
１．調整機能型のコミュニティは、業界団体を形成・もしくは既存の業界団体に働きかけ、不特定多

数への知識移転を実現した。 
２．知識交流型のコミュニティでは、「コスモポリタン」が出現し不特定多数への知識移転を実現し

た。 
分析対象 

 CoPS として１９７０年代から９０年代前半にかけて続いた国内での太陽光発電システムに関する

技術開発を取り上げる。コミュニティとしては、調整型であった系統連系技術開発と、知識交流型で

あった屋根工事を取り上げた。 

 

事例の記述 

本稿が対象としている太陽光発電システムに関する技術開発は非常に長期間（サンシャイン計画開始

から市場立ち上げまで 20 年）にわたっている。本稿が分析対象とするのは、それぞれの技術分野にお

いて技術者コミュニティが形成されてから「不特定多数への技術移転」が実現するまでの間である。 
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 まず、それぞれの技術者コミュニティ形成過程を見ると、いずれも国による（半ば強制的ともいえる）

既存企業への招集（参加要請）を発端とし、それぞれの企業から代表として派遣された技術者の一部が

技術者コミュニティを形成していた。そして、系統連系技術は調整機能型、屋根工事については知識交

流型のコミュニティとなっていた。その後、コミュニティ内部で共有される技術的な知見の拡大ととも

に、以下のような動きが出現した。 

調整型：系統連系技術開発 業界団体としての動き 

1980 年ごろからサンシャインプロジェクトを軸にメーカー・電力会社による技術検討が進められてい

た。これらの組織は 1987 年太陽光発電懇話会を立ち上げ、太陽光発電シンポジウムを定期的に開催す

るとともに、当時の通産省やＪＥＭＡ、ＮＥＤＯへの働きかけを積極的に行い系統連系技術ガイドライ

ンの制定を実現させた。 

知識交換型：屋根工事 個人（自営業の事業主含む）の貢献 

 屋根工事については 1991 年ごろ「ＰＶハウス整備調査委員会」が発足し、いったんは施工マニュア

ルを発行するに至った。しかしその後、この委員会に参加した企業が足並みを揃えることはなく、この

委員会の活動に技術面で中心的な役割を果たした技術者同士が知識交流を行うにとどまっていた。 

 ところが、これらの技術者の中には独自に技術検討の結果を本として出版したり、新たに市場参入し

ようとする同業者のために講習会を開催したり、技術開発の成果を積極的に論文発表という形で情報公

開しようとするものが現れた。このような情報発信は屋根工事を行う工事業者に対する知識移転として

の役割を果たした。そして、2000 年以降急速に拡大した住宅用太陽光発電システム市場への多くの施工

業者の参入が実現した。 

 

分析結果 

 調整機能型だったコミュニティでは、先行研究で知られている通り、業界団体を形成し既存組織の死

骸を調整しつつ組織的に不特定多数への知識移転を実現していた。一方知識交流型だったコミュニティ

では、一部の技術者がコスモポリタンとして動き、不特定多数の知識移転を実現したことが分かった。 

 
考察とまとめ 

コミュニティ形成段階で調整機能を持ち合わせず、知識交流のためのネットワークに近い状態にとど

まった技術者コミュニティで「コスモポリタン」による知識移転が実現される可能性があることが分か

った。このことは、国や大企業・既存の業界団体が「音頭取り」を続けなくてもＣｏＰＳ全体にとって

必要な技術開発が推進される可能性があることを意味しており、ＣｏＰＳ全体のイノベーション実現に

おいて大きな意味を持っていると考えられる。 
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